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所有者会計にたいする代替会計の開発構想

高寺貞男

われわれは〔会計〉情報システムの歴史を研究

すべきである。[そして〕われわれは現行の〔会

計情報〕システムを合理化することをやめ，それ

を進化させる方法を案出すべきである。

アントニー・ G・ホップウッド"

I 企業会計システムの過去・現在・未来

最近4年間に発表した論文「経営者会計から所有者会計へ」およびいくつ

かのエッセー幻において詳しく論証し，かっ実証したように，資本主義企業の

利益会計システムは， (粗付加価値から減価償却を差しヲlいた)付加価値の分

配序列(保証〕の相具に着目すれば，パチョ一日以前から存在してきている古

典的パートナーシップ会計のように，付加価値〈九)から契約上保証きれた先

配(確定〕項目として労働者への賃金(附，債権者への(他人資本〕利子(1，)

以外に，さらに(無限責任を負うパートナーへ契約上保証された確定利子を先

配しても，問題は生じないので)所有者への(自己資本〉利子 (1p) を分配す

ると同時に，それらを費用として控除して，その結果算定される利益 (Pm) を

経営者(実際には，所有経営者〕のみに帰属する後配(不碓定〕痕目として処

分してゆ< r経蛍者会計」お(皿anager'::;accounLing) と呼びうる会計システム

V，-(WトL十Iρ=Pm (1) 

1) Ho1zer， p. 161. 

2) 高寺， 1981年， 1-16ベージ;1982年.39-45ベージ ;19B4年， 17-22ベージと48-53ベージo

Takate沼a.and Nishikawa pp. 141-149 

3) Kats. p. 313 



2 (294) 第 135巻第4号

と，株式会社会計のように，付加価値から先配(確定〕項目として労働者賃金，

債権者利子以外に，さらに(有限責任しか負わない株主へ確定利子を先配すれ

ば，問題が生じるので，その代わりに〉経営者への報酬 (Cm) を分配すると同

時に，それらを費用として控除して，その結果算定される利益 (Pρ を所有者

にのみ帰属する後配〔不推定〕項目として処分レてゆ< r所有者会計」心 (pro白

prietor's accounting) と呼びうる会言|システム

V.-(再F十I，+Cm)~Pp 

とに大別することができる。

(2) 

さらに，細分すれば，企業会計システムは，江戸中期円本や産業革命期イギ

リスの発展したパートナーシ νプ会計のように. (無所有経営者が出現したの

で〕経営者会計と所有者会計の共通集合として再構成された会計システム

V.-(W十!，+ん+Cm)ニ Pmnpρ ・・ ・ ...( 3) 

と，現代アメリカのパートナージップ会計のように. (株式会社会計の支配下

に編入されたので〉経営者会計と所有者会計の合併集合として再構成された会

計システム

V.-(W十!，)=PmUPp ・・・

とに区分することもできる。

(4) 

ただい現代アメリカのパートナ シップ会計は古典的パートナーシップ会

計と株式会社会計の妥協の産物にすぎないので • (各企業形態に固有の付加価

値の分配序列(保証)の相異に則して〕企業会計システムを構成する基本原則

からはずれた例外として除くと，資本主義企業の会計、ン月 7ムは，歴史的には，

1)経営者会計として構成された古典的パートナ」シップ会計

2)経営者会計と所有者会計の共通集合として再構成された発展したパ ト

ナ--Yップ会計

3)所有者会計として構成された株式会社会計

とい弓段階を経て発展してきたと解釈することができるであろう。

4) Kats， p. 31.'3 
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いずれにしても，以上のような「会計 (Y旦テム〉の過去についての知識は
h 

会計の現在および未来を理解〔し，かっ構想Jする助けとなるJi'i)から，こ

れまで追跡してきた会計システムの発展過程から形式論理によって未来の会計

モデノレを演縛してみると，付加価値から先配(確定〕項目として債権者利子，

所有者利子，経蛍者報酬を分配すると同時に，それらを費用として控除して，

での結果算定される利益 (Pw)を労働者にのみ帰属する後配(不惟定〉項目と

して処分してゆく「労働者会計」と呼びうる会計システム

Va-(Iζ+Ip+Cm)~Pw ー (5)

ばかりでなしさらに，付加価値から先配(確定〉項目として債権者利子，経

営者報酬を分配すると同時に，それらを費用として控除して，その結果算定さ

れる利主主 (PpUPw)や(経常者を雇い入れる〕労務出資労働者に帰属する後肥

(不確定〕項目として処分してゆく「労務出資労働者会計」と時びうる，所有

者会計と労働者会計の合併集合として設計される会計システム

Va-(I<+Cm) =Pp Up，ω … .••. ー・・…H ・............ー(6)

または，付加価値から先配(確定〉項目として債権者利子，所有者利子を分

配すると同時に，それらを費用として控除して，その結果算定される利益

(PmUPw)を(経営者と労働者が連合した〕勤労者に帰属する後配(不確定〕

項目として処分してゆ< i勤労者会計」と呼びうる，経営者会計と労働者会計

の合併集合として設計される会計シλ テム

V.-(I<+Iρ)ニ PmUP切 (7) 

を想定することができょう。

そこで，以下，本稿においては，かかる未来の会計モデノレをガイド・ポスト

として， (さきに発表した論文「イギリス批判会計学派の方法論」幻で呆しえな
シグエシ Cン盟ナル カウ γター

かった) i 般に用いられている〔所有者1会計にたいする反対物である代替

会計 (alternativeaccounts)を開発する可能性」りを現実化ずる課題に取り組む

5) Jnhn~oD， p. 1 

6) 高寺J 1984年四月， 1-17ベージ。

7) Coopcr， p. 283 
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ことにしたし、。

筆者の能力不足のため，本稿がかかる課題を十分に達成しえたとはいえない

けれども，所有者『会計のコンヴェンショ γ を超えてJl8)r規範的会計システム

を C代替会計として〕提案する」試みを通じて i現行の C所有者会計J実務

の変革J"に少しでも貢献することができれば，辛いである。

II 所有者会計かb代替会計へのJi，.ート探索

すでにのべたように，現在一般に用いられている「会計システム〔である株

式会社会計]は， 19世紀半ばに認識された資本主義の必要を満たすために，

〔それ以前の発展したパートナ-'/'ッフー会計に費用として組み込まれていた向

己資本利子を切り捨てて，所有者会計 tLて〕設定されたが， cやがて〕変化

してゆ〈経済の必要に祇杭する硬直した，無限に永続しようとする構造になっ

てしまった| ので， それに関係した既得権益の「外側からはともか〈と Lて

〔内部から〕それを根本的に改革する機会はほとんどないJ10)といえよう。

事実，所有者会計のような「使い古した情報システムとそこに含まれている

潜在的世界観は結束して〔制度として〕確立しており， cあらゆる】変化に抵

抗する。J11)したがって，それに関係した既得権益の外側からといえども i代

替社会・経済ンエテムを支えると思われる代替会計vステム (a1ternativesys 

tems of accounting) を考察 CL-，かつ実施〕することは〔きわめて〕困難で

あるJ12)が，そこに立ちふさがる陸路を通り抜円て，所有者会計から代替会計

にいたるノレートを発見するためには株主上位 (shareholder dominance) 

の会計処理にたいする代替案」山を意図し1すでに考案され，かり実施されて

いるいくつかの会計γλ テムを検討してみる作業が不可欠である。

8) Gambling， 1978 

9) McDonald and Puxty， p. 61. 

10) Briston， p. 107 

11) Hedberg and Jonsson， p. 48 

12) Puxty， Oliga and 500， p. 22 

r3) Puxty， Oliga and Soo， p. 24n 
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そこで，まずはじめに，これまでいくつかの資本主義国で実行されてきた付

加価値会計についてみると，そとでは，株式会社における先自己(確定〕項 Hに

株主配当 (D) と内部留保 (R) からなる後配(不確定〉項目を連繋表示する

様式 (W十I，十Cm十(D十R)=V") が採用されているから，表示様式に関する

かぎり，付加価値会言lは所有者会計に「固有の偏向をは|き継ぎコ繰り返して

いなL、JBlことはたしかである。

しかし，付加価値会計は所有者会計に従属するサブシエテムとして，株主配

当はもとより，内部留保された利益の株主への帰属関係にたいし「反ばくする

ことはなにもしていない。J15lし汗がって，そこに所有者会計を止揚する契機を

見出すことは不可能に近いといわざるをえない。

つぎに，所有者会計の枠内で所有者を株主から国家または公的機関へ切り換

えたにすぎない固有企業会計や公企業会計とは異なる独自の会計シ兄テムとし

て，現在ユーコスロヴィアで実験されている自主管理組織会計についてみると，

付加価値から先配(確定〉項目として債権者利子と先配(付加価値応分の半確

定〕項目として(所有者利子の代わりに，全社会と地域社会の必要を充足する

ために分担する〉社会的負担〔めを分配すると同時に，それらを費用として

控除して，その結果算定される利益 (P，) を(経営者と労働者が連合した〉勤

労者にのみ帰属する後配(不確定〉項目として(消費者基金と企業基金への繰

り入れも含めて〕処分している問。

V"-(I，十S)=P， (8) 

J弓 It の場合には，九土ニPmUP即となるから，この自主管理組織会計はさき

に経営者会計と労働者会計の合併集合として設計した勤労者会計と呼びうる会

計モデルに近似した会計システムと位置づけることができる。

とはいえ，ユーゴスログィアの自主管理組織会計のような「資本の必要にも

14) McDonald and Puxty， p. 63n. 
15) McDonald and Puxty， p. 63n 
16) Turk， pp. 24-41a 
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主づかない仁という意味で非資本主義的な〕会計Jl7ls/ステムは，所有者会計

に対抗する「非公式的な皮情報、ンλテム」山 (aninforrnal count町 informa凶 n

system) というよりも，むしろそれを媒介としてはじめて実現可能となる合情

報システムと考えられる。

したがって，それを無媒介的に資本主義企業へ適用する ζ とはできないから，

われわれは迂回路として資本主義的関係の「安定勢力〔として機能している所
カウ~，トー 7タド

右者会計〕に対 抗する〔揺さぶり〕機構を内蔵した情報システムを設計

しな円ればならなし、」叫が，その場合に， われわれにとってもっとも頼りにな

る手懸りは， 1979年から198C年にかけてシェフィーノレド大学のアントニー・G・

パヅク月ティーその他によって提案された.所有者，経営者，労働者にそれぞ

れ帰属する階層別利益を別個に算定し，それらを並列表示することによって，

それらの共通集合として所有者，経営者，労働者にともに帰属する共通利益を

導き出す「相互交流式会計』肱(“ rotating"accounts) をおいて他に求めるこ

とはできないと思われる。

III I相互交流式会許」における並列表示と直列表示

パックユティーその他によれば，所有者会計においては I企業の所有者以

外の組織参加者への支払いはすべて，所有者に帰属する「利益』が示される前

に負担されねばならない『費用』として処理され志」が，このような所有者

会計に「内蔵されている偏向J2Dを修止「叫能ないくつかの代替会計方法J2V

(some possible alternative methods of accounting) のひとつである「相

互交流式会言|においては，一連の財務諸表が各〈組織〉参加者lJljに作成され

る。J23)いいかえると I多〈の剥益計算表がそれぞれ一連の〔組織〕参加者の

17) Puxty. Oliga and SOO. p. 23. 
18) Gambling， 1978， p. 51 
19) Hedberg and Jonsson， p. 52 
20) McDonald and Puxty， p. 60 
21) Puxty. Oliga and Soo， p. 24 
22) Puxty， Oliga and Soo， p. 2.3 
23) 'McDonald and Puxty. p. 60. 
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観点から作成される。J2u

いま，その作成手続を説明すると， i[第 l段階では〕各利益計算表は他のす

べての〔組織〕参加者〔へ先配(確定〕項目として支払われたもの〕を『費用』

として処理する。それによって， [第 2段階では]一連の C組織〉参加者が〔後

配(未確定)項目として】分配にあずかる残余利益 (surplus) を示す。J25)

「かかる一連の〔相互交流式]会言|においては，資本〔所有者〉はもはや上

位の地位 (primaryplace)を占めていない」から，所有者会計に固有の「情報

偏向ほ除去されるであろう。」出

ただし，ここに引用した相互交流式会計の手続説明では， (組織参加者にそ

れぞれ帰属する階層別利益を算定して，並列表示する〕第 1段階の手続から

(すべての組織参加者に!-tに帰属する共通利益を算定して，直列表示する)

第 2段階の手続が導き出される過程に言及していないため，そこのところが不

明のまま放置されている。

そこで，その点についての理解を容易にするために，これまでと同じように，

組織参加者を所有者?経蛍者，労働者に限って，第1段階の階層別利益の算定

と並列表示から(相互交流によるしぼり込みを通じて〉第2段階の共通利益の

算定と置列表示へ転形してゆく過程に重点を置いて，相互交流式会計について

筆者独自の注解を加えると，

まず，相主交流式会計の第 1段階においては， (2)式の所有者会計， (1)式

の経営者会計， (5)式の労働者会計を連立方程式のように並列表示した階層$IJ

拘主主許卓会が作成される。(丸山+Cm)=1' 

V.-(W+I，十Ip)=}Jm 

V.-(W十1，十Cm)=1'w 

24) Puxty. Oliga and Soo， p. 24 

25) Puxty， Oliga and Soo. p. 24， 
26) Puxty， Oliga and Soo， p. 24 
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それをみれば，所有者，経営者，労働者はそれぞれ相手の組織参加者がすで

に先配(確定)項目としてん， Cm• W の分配にあずかると同時に，それらを

費用として処理していることがわかるから，その点を相互に認め合って，それ

ぞれに帰属する階層別利益からさらに Ip，C，:"， W を差し引くと，すべての組織

参加者にともに帰属する残余利益として算定される共通利益 (F，)は，いずれ

の観点から算定しでも，相等しくなることがわかるであろう。

Pþ-Iþ~P_-C_~Pw-Wニ p，••••••••••••••••••••• •••••••••••••• ..( 9) 

そこで，相主交流式会計の第2段階においては，所有者会計，経営者会計，

労働者会計の共通集合として，すべての組織参加者にともに帰属する共通利益

を算定し，直列表示し六共通利益計算委が作成される。

V.-(W+I.十Iρ十Cm)~PÞ np_npw 

~ ~ {何十p"，+p，ρ (lp+Cm+W)}~五 (10) 

その場合， (10)式は(3)式と同じ構成となるが，さきの(3)式の発展 Lたハ

ートナ--;/ップ会計で算定される利益が〔所有者以外にも分配可能であったと

しても〉主として所有者へ帰属する性向をもって， 'たのにたし 1 し，この(10)式

の相主交流式会計の第2段階で残余利益として算定される共通利益は，所有者，

経営者，労働者にともに後配(不確定〉項目として分配可能なものとして表示

されているのである。

IV r相互交流式会計」による対話的意思決定過程の展開

いずれにしても，相互交流式会計の第 2段階において算定表示される共通利

益は， (Pρ+Pm+Pw) < (lp+ Cm+ w)の場合には，マイナ凡の共通利益(共通

欠損)として繰り越されねばならないが， (Pp+P_+Pw)>(Ip+Cm+研うの場

合には，所有者，経営者，労働者の問で分配しても差し支えないから，も L，

組織参加者の間で相互に交渉がなされた結果，共通利益が所有者，経営者，労

働者にそれぞれtずつ後配する同意が成立したならば，すでに先配された分を
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含めて，所有者にはん十t{(Pp+PJPJー(ん十Cm十町]が， 経営者には

CJt{(P汁 Prn+Pw)ー(1，十Cm十W)}が，労働者には Wl;{(Pb+Pm十Pw)

ー(It+Cm+刊う]が分配されることになるであろう。

もちろん，共通利益田分配をめぐる相互交渉の実際においては，このような

結果にならないのが普通であるが，相五交流式会計によれば Iすべ亡の〈組

織J参加者は 残余利益 (surplus) Cの分自むをめぐる交渉上多かれ少なか

れ平等の地位に置かれる」から 相互交流式会計ば「残余利益 (surplus) の

分配をめぐる一層有効な交渉を容易にする〔といえる〕であろう uJ
27)

あらためて指摘するまでもなし 「会計〔システム〕は〔本来，利害関係の

対立する〕各種の〔組織参加者主たは7行動者に共通言語と〔それによる〕交

渉の枠組みを提供することによって共有された現実〔認識】にもとづく交渉を

容易にする」釦ものであるが，相互交流式会計の(特に階層別利益計算表にみ

られる〕ように，多かれ少なかれ「所有者の利害関係J29)(proprietor's interest) 

から「解放された問題関心 (emancipatedinterest)にもとっく代替J
80)会計は，

それが表現する(各組織参加者の観点から，いく通りにも多様に解釈できる重

層的意味をもっ) I体系化された多義性JW(systematised ambiguity)を通じ

て I対話的意思決定過程 (dialecticaldecision processes) を容易にするた

めに，手リ用することができる。J32
)

いや，そればかりではない。相互交流式会計のように，これまで「選択され

なかった代替〔会計の〕開発の研究は，すでに選択されじかっ，使い古され]

た〔会計〕実務の論理を L過去に遡って]解明する〔ことにも〕役立つであろ

27) Puxty， Oliga and Soo， p. 24 

28) 白 oper，Hayes and Wolt p. 183. 

29) McDonald and Puxty， p. 54 
30) Chua， Laugh1in， Lowe and Puxty， p. 40 

31) Gambling， 1984， p. 41 

.'12) Hedberg and Jonsson. p. 47 
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う。Jmその結果， i会計専門家がどうして会計が現在の様相を帯びるにいたっ

たかを理解すれば，彼ら f~は，会計 ーの未来について知的判断を下す用意が

なされたJ34)といえよう。

いずれにしても，宋来に期待される「会計実務の変化は社会の志識〈たとえ

ば，代替『会計』と社会における会計の役割の認定〕と究極的には社会の変化

の双方を要求しているJ35)ので，かかる基本認識にそフて，相互交流式会計の

ような代替会計の実行とそれを支えるイ γ フラスト号グチ ι ア の構築を積み

重ねてゆけば，そのかたたに未来の会計モデノレとして設計した労務出資労働者

会計または勤労者会計の実現を展望できるであろう。
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